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資料６－４



主な会員企業（会長、副会長及び常任理事会社）
ミロク情報サービス、インターネットイニシアティブ、スターネット、インテック、富士通、
日本アイ・ビー・エム、NTTデータグループ、 TIS 、電波新聞社、TOKAIコミュニケーションズ、
トランスコスモス、日本電子計算、ビッグローブ、三菱電機デジタルイノベーション、メイテツコム
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1.労務費の適切な転嫁等に向けた取組

3.発注側．2025年度に適用する単価の決定・改定にあたり、
取引を行う仕入先（発注先）との協議の実施状況について
お答えください。【単一回答】
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2.価格転嫁・適正取引の対策と付加価値向上に向けた取組
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令和7年3月の総務大臣要請の主要項目への対応状況 1
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令和7年3月の総務大臣要請の主要項目への対応状況 2



令和7年3月の総務大臣要請の主要項目への対応状況 3
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令和7年3月の総務大臣要請の主要項目への会員の対応状況は以上のとおりです。
詳細な回答状況は、参考資料として添付しています。

御説明いたしました令和7年3月の総務大臣要請の他の項目につきましても、取り組み



令和7年9月の総務大臣要請の主要項目への対応状況
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令和7年9月の総務大臣要請の主要項目への会員の対応状況は以上のとおりです。
詳細な回答状況は、参考資料として添付しています。

御説明いたしました令和7年9月の総務大臣要請の他の項目につきましても、取り組み



発注者としての取り組み状況1

自由記載の質問項目を除く。令和7年11月21日（11：00）現在
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発注者としての取り組み状況2
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受注者としての取り組み状況1
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受注者としての取り組み状況2
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受注者としての取り組み状況3
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令和７年３月１０日付け「価格転嫁・取引適正化対策に関する取り組みの促進について（要請）」に関する取り組み状況１
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令和７年３月１０日付け「価格転嫁・取引適正化対策に関する取り組みの促進について（要請）」に関する取り組み状況２

令和７年９月１１日付け「価格転嫁・取引適正化対策に関する今後の取り組みについて（要請）」に関する取り組み状況




